
 女性活躍推進法の施行スケジュール（想定） 

法施行 

基本方針策定(閣議決定予定) 

策定指針(ガイドライン)の制定 

平成 28 年４月１日 事業主行動計画(※)策定期限 
(※)各事業主が作る「女性活躍のための計画」。301 人以上の民間事業主、国・地方公共団体に作成義務付け。

１か月程度 

５か月程度 

９月４日(金) 

９月２５日(金) 

10 月下旬(予定) 

［各事業主(※)において準備］ 
 
・女性の活躍状況を把握、改善すべき事情を分析 
 
  【参考】状況把握する事項 

①女性採用比率、 ②勤続年数男女差 
    ③労働時間の状況、④女性管理職比率 等 
 
・上記の状況把握・分析を踏まえ、数値目標や取組内容 

などを内容とする「事業主行動計画」を策定・公表 
 
(※)事業主の範囲 

(ア)国の機関（各府省庁等、国会の機関・裁判所等） 

(イ)地方公共団体の機関（首長部局、議会事務局等） 

(ウ)民間企業 

(エ)その他（病院、学校、大学、独法、公益法人、宗教法人等） 

［注：(ウ)(エ)で義務付けの対象となる事業主数は、合計で約 15,000］
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